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市場の動向や経済情勢等の様々な要因により、実際の業績はこの予想とは大きく異なる結果となる可能性がございます。



Ⅰ．上期業績の実績と通期業績の予想

3

※グラフ・表などの数値は単位未満を四捨五入、比率は百万円単位で計算後、単位未満を四捨五入して表示。



4

１

２ 予想比

前年同期比

３ 通期業績の予想



２０２２年２月期 上期連結実績（前期比）

２０２１年２月期
上期

２０２２年２月期
上期

実績 実績 増減額 前期比

売上高 １,７８１ ２,２７８ ＋４９７ ＋２８％

売上総利益 ３４０ ４２５ ＋８５ ＋２５％

販管費 ２９９ ３３０ ＋３１ ＋１０％

営業利益 ４１ ９４ ＋５４ ＋１３３％

連結

5

売上高は国内直営店の小売台数が増加。豪州子会社の新車販売台数も増加。販管費は個別が横ばい、為替相場が円安
進行により豪州子会社が増加。結果として、営業利益は大幅増益。

（単位：億円）



２０２２年２月期 上期連結実績（前期比）

２０２１年２月期
上期

２０２２年２月期
上期

実績 実績 増減額 前期比

営業利益 ４１ ９４ ＋５４ ＋１３３％

経常利益 ３１ ９０ ＋５９ ＋１８６％

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
１４ ５３ ＋３９ ＋２８６％

連結

6
上期実績として、全ての段階利益において過去最高益。

過去最高益を更新
（単位：億円）
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２０２２年２月期 上期連結営業利益の差異要因（前期比）

実績
（前期比）

差異要因

１
直営店
小売台数

・ 前期新規出店した大型店の寄与
・ 継続して取り組んでいる効果的な広告投下

２ 台あたり粗利 ・ 前期比横ばい

３ 個別販管費 ・ 前期比横ばい

４ 豪州子会社
・ 西オーストラリア新車市場の好況による新車販売台数
の増加
・ 継続して強化している中古車販売が好調維持

５ 為替相場
・ 為替相場の円安進行による豪州セグメント利益が、
前期の相場換算で約３億増加

直営店小売台数は、７２,６９４台（前年同期比３.０％増）と上期実績としては過去最高。豪州子会社は、中古車販売の好
調維持に加え、市場好況により新車販売が増加したこと、為替相場が円安進行したことにより増益。
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２０２２年２月期 上期連結営業利益の差異要因（前期比）

[個別]人件費

△６億

[個別]広告宣伝費

＋２億

[個別]上記以外の販管費

＋１億

豪州子会社営業利益

＋１５億

⚫ 前期に感染症関連損失として人件

費の一部を特別損失に振替処理し

た反動による増加

⚫ ネット集客の効率化による削減

⚫ 店舗数減少に伴う運営費用の減少

⚫ 新卒採用人数減少に伴う費用の減

少

⚫ 新車販売台数の増加

⚫ 中古車販売台数好調の維持

⚫ 為替相場の円安進行

[連結]前期営業利益

４１億

その他

＋１０億
⚫ 国内新車、中古車市場の回復によ

る国内子会社の業績回復

⚫ 前期のれん減損損失計上による

のれん償却額減少

小売台数要因

⚫ 前期新規出店した大型店の寄与

⚫ 効果的な広告投下

[連結]当期営業利益

９４億

[個別]売上総利益

＋３１億

台あたり粗利要因

⚫ 前期比横ばい



２０２２年２月期 上期個別実績（前期比）

２０２１年２月期
上期

２０２２年２月期
上期

実績 実績 増減額 前期比

営業利益 ３３ ６１ ＋２８ ＋８７％

経常利益 ３１ ５９ ＋２８ ＋９２％

四半期
純利益 ２０ ３２ ＋１２ ＋５８％

個別

9

前期に新規出店した大型店が稼働したこと、広告効率の改善により大型店を含む既存店の来店客数の増加が図られたこ
とにより、小売台数が過去最高になった。その結果、上期として過去最高益。

過去最高益を更新
（単位：億円）
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‘２１/２ 上期末 ‘２２/２ 上期末

キャッシュ・フローと在庫の状況
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上期の連結キャッシュ・フロー

（単位：億円）

10

ＦＣＦ
６９

個別期末在庫金額と在庫回転日数

（単位：億円）

営業ＣＦ
８１

４９２４６５

在庫回転日数=商品（期首・期末加重平均）/売上原価

８８.３日

７６.５日

在庫回転日数

個別期末在庫金額

営業利益増益。販売需要に応じた在庫コントロールを継続して実施した結果、在庫金額は増加したものの在庫回転日数は
減少。結果としてフリーキャッシュフローはプラス。

営業利益増益と在庫コントロールによりＦＣＦはプラス
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１

２ 予想比

前年同期比

３ 通期業績の予想



２０２２年２月期 上期連結実績（予想比）

２０２２年２月期
上期

２０２２年２月期
上期

予想 実績 増減額 予想比

営業利益 ８４ ９４ ＋１０ ＋１２％

経常利益 ７９ ９０ ＋１２ ＋１５％

親会社株主に
帰属する

四半期純利益
３９ ５３ ＋１４ ＋３６％

連結

12

豪州子会社が想定以上に好調であったため、営業利益、経常利益が予想を上回った。親会社株主に帰属する四半期純利
益は繰越欠損金がある一部豪州子会社が想定以上の増益となったこと、税負担率を保守的に見積もっていたことにより、
予想を上回った。

（単位：億円）



２０２２年２月期 上期連結営業利益の予想と実績

13

‘２２/２

上期予想

‘２２/２

上期実績

９４億円

８４億円

＋１０億円 豪州子会社
業績

・新車販売台数の増加
・為替相場が円安で進行

予想と実績の差異要因連結営業利益



２０２２年２月期 上期連結営業利益の差異要因（予想比）

14

豪州子会社業績

実績
（予想比）

予想と実績の差異要因

１ 新車販売
鉄鋼石価格の上昇に起因する西オーストラリア新車市場
の好況を背景に想定を超えて増加

２ 中古車販売
想定通りの成長
（中古車販売強化による好調を維持）

３ 販管費
想定通りの実績
（豪ドルベース）

４ 為替相場
豪ドル相場の想定以上の円安進行により、営業利益が
約３億円上振れ

鉄鋼石価格の上昇による西オーストラリア新車市場の好況は当初の想定を超える状況で、結果として、新車販売台数が想
定を超えて増加。為替相場円安進行も豪州子会社の利益を増加させる一因に。
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鉄鉱石価格と為替相場の円安進行
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鉄鉱石価格の推移

（単位：円/トン） ‘２２/２

‘２１/２

前年同期比
約２倍に上昇

豪ドル/円の為替レートの月次推移（月中ＴＴＭ）

（単位：円）

１Ｑ ２Ｑ ３Ｑ ４Ｑ

三菱ＵＦＪ銀行 外国為替相場一覧表より当社作成財務省 貿易統計より当社作成

想定以上円安

前下期並みとしていた西オーストラリアの新車市場が鉄鉱石価格上昇を主因として想定以上の好況。前期期中並みと想定
していた為替相場が想定以上に円安に進行。
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１

２ 予想比

前年同期比

３ 通期業績の予想



２０２２年２月期 上期連結営業利益の進捗（予想比）

17

上期において、通期連結営業利益予想の進捗率は約６３％となった。大型店の新規出店は、５店舗が来期にスライドするも
のの営業利益の進捗は順調。

‘２２/２

上期実績

‘２２/２

通期予想

９４億円

１５０億円

通期予想
進捗率

約６３％

連結営業利益

上期

下期



２０２２年２月期 通期連結予想（前期比）

２０２１年２月期
２０２２年２月期

予想

実績 予想 増減額 前期比

営業利益 １０６ １５０ ＋４４ ＋４２％

経常利益 ９６ １３９ ＋４３ ＋４４％

親会社株主に
帰属する
当期純利益

１５ ８０ ＋６５ ＋４３９％

連結

18

（単位：億円）

営業利益、経常利益は据え置き。親会社株式に帰属する当期純利益は、保守的に見積もっていた税負担率を見直し７１億
円から８０億円に修正。



通期業績の推移

‘１７/２ ‘１８/２ ‘１９/２ ‘２０/２ ‘２１/２ ‘２２/２予想

６８

（単位：億円）

連結営業利益

商品設計変更
による

一時的な減少

19

４５

９１

１０６

１５０

創業以来の最高益１１１億円を更新し、連結営業利益３期連続増益の見通し。

過去最高益更新

３期連続増益

７６
（当初予想）

３４



Ⅱ．成長戦略の進捗

20
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小売モデルの転換期から成長期への移行（２０２１年４月１５日 決算説明会のサマリー）

蓄積してきたＩＤＯＭの強み
「ガリバー」のブランド力による集客力

広告媒体を経由しない年間来店客数約４２万件（２０２０年実績）

転換期

３つの課題と改善策

課題
１５/２～１９/２

改善策
２０/２～２１/２

①
出店エリア

一部エリアで自社競合 出店閉店基準の厳格化

②
ネット集客

集客コスト増加 価格設定の最適化

③
在庫管理

在庫管理が不十分
管理指標による
コントロール

成長期

３つの課題を解決し
強みを武器に成長期へ

成長戦略を推進する上で
重視する３つの経営指標

資本効率を
重視した
大型店の
展開

最新設備を
備えた

整備工場の
展開

成長戦略
２２/２～

３１

２
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小売モデルの転換期から成長期への移行（２０２１年４月１５日 決算説明会のサマリー）

蓄積してきたＩＤＯＭの強み
「ガリバー」のブランド力による集客力

広告媒体を経由しない年間来店客数約４２万件（２０２０年実績）

転換期

３つの課題と改善策

課題
１５/２～１９/２

改善策
２０/２～２１/２

①
出店エリア

一部エリアで自社競合 出店閉店基準の厳格化

②
ネット集客

集客コスト増加 価格設定の最適化

③
在庫管理

在庫管理が不十分
管理指標による
コントロール

成長期

３つの課題を解決し
強みを武器に成長期へ

成長戦略を推進する上で
重視する３つの経営指標

資本効率を
重視した
大型店の
展開

最新設備を
備えた

整備工場の
展開

成長戦略
２２/２～

３１

２



成長期における国内事業の成長戦略

資本効率を重視した
大型店の展開

魅力ある中古車市場で、
ガリバーブランドによる集客力

を武器に展開

最新設備を備えた
整備工場の展開

１.営業利益の拡大
２.中長期的なフリーキャッシュフローの拡大
３.ＲＯＩＣの最大化

成長戦略を推進する上で
重視する３つの経営指標

23

巨大な整備市場で、リピート顧
客獲得や内製化によるコスト効
率化を狙い、最新設備で展開



成長期における国内事業の成長戦略

資本効率を重視した
大型店の展開

魅力ある中古車市場で、
ガリバーブランドによる集客力

を武器に展開

最新設備を備えた
整備工場の展開

１.営業利益の拡大
２.中長期的なフリーキャッシュフローの拡大
３.ＲＯＩＣの最大化

成長戦略を推進する上で
重視する３つの経営指標

24

巨大な整備市場で、リピート顧
客獲得や内製化によるコスト効
率化を狙い、最新設備で展開



新車

市場規模

新車： 一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
新車以外： 矢野経済研究所 ２０１８年自動車アフターマーケット総覧

約５.４兆円
約１.９兆円

約１.７兆円

約０.０４兆円中古車小売
（所有）

整備

中古車利用

カー用品

中古車シェア

約１３.８兆円

日本の自動車市場
約３.７兆円

25



市場とシェア拡大余地

欧米と比較して中古車市場比率が低い
日本人の中古車の抵抗感が低下
コロナ禍における車に対する意識変化

市場拡大余地がある

中古車の推定流通台数は 約２６２万台
ＩＤＯＭの小売台数シェアは 約５％

ＩＤＯＭのシェア拡大余地がある中古車小売
（所有）

約３.７兆円

中古車の推定流通台数： 矢野経済研究所 ２０２０年自動車アフターマーケット総覧 26

コロナ禍においても中古車需要は
安定して推移

需要が安定している



大型店の特徴と概要

概要

敷地面積 ２,５００坪～

展示台数 約３００台

設備投資額 約２億円

投資回収期間 約３年（税引後ＣＦ、設備投資の回収）

特徴

① 洗練された店舗デザイン

② 地域最大級の展示台数

③
エリア毎に最適化された
価格と品揃え

④ 車選びを楽しむための商談エリア

27



‘２１/２末 ‘２２/２末 ‘２３/２末 ‘２４/２末 ‘２５/２末

28

大型店出店イメージ

大型店の出店ペースは資本効率を見極めながら段階的に加速

店舗数そのものに拘らず、出店した既存店の資本効率を勘案して、出店ペースを決定する方針。

‘２０/２～‘２４/２
５年間の資本効率を勘案して決定

‘２０/２～‘２３/２
４年間の資本効率を勘案して決定

‘２０/２～‘２２/２
３年間の資本効率を勘案して決定

１０２４

未定

未定

未定



‘２１/２末 ‘２２/２末 ‘２３/２末 ‘２４/２末 ‘２５/２末

５

２９

５店舗は
来期に
スライド

29

大型店出店計画

今期計画１０店舗オープンのうち、今期５店舗オープン予定。５店舗は、来期にスライド。

今期計画１０店舗のうち５店舗は来期へスライド

今期オープン

５２４

未定

未定

未定
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新規出店した大型店

ＬＩＢＥＲＡＬＡ千葉（２０２１年９月開店）
千葉県千葉市

小山店（２０２１年９月開店）
栃木県小山市

盛岡南店（２０２１年１０月開店）
岩手県盛岡市



出店方針と小売台数推移の見通し

（単位：店）

直営店舗数

31

（単位：万台）

直営店小売台数

‘１７/２ ‘１８/２ ‘１９/２ ‘２０/２ ‘２１/２ ‘２２/２

（予想）

４６０

５１９

新・閉店基準で
閉店実施

純減５９店

段階的に
加速

既存店は
大型店出店エリア

に応じて
維持または
リプレイス

‘１７/２ ‘１８/２ ‘１９/２ ‘２０/２ ‘２１/２ ‘２２/２

（予想）

１２.４

１４.６

大型店の出店
既存店の改善

＋２.２万台

純増トレンド
維持

利益成長と
資本効率上昇

を牽引

２０１９年に閉店基準を厳格化したことにより店舗数純減も小売台数増加。今後は、大型店の段階的加速に伴う小売台数
の増加が、利益成長と資本効率上昇を牽引。小売台数は純増トレンドを維持していく。

うち大型店
店舗数

うち大型店
小売台数



成長期における国内事業の成長戦略

資本効率を重視した
大型店の展開

魅力ある中古車市場で、
ガリバーブランドによる集客力

を武器に展開

最新設備を備えた
整備工場の展開

１.営業利益の拡大
２.中長期的なフリーキャッシュフローの拡大
３.ＲＯＩＣの最大化

成長戦略を推進する上で
重視する３つの経営指標

32

巨大な整備市場で、リピート顧
客獲得や内製化によるコスト効
率化を狙い、最新設備で展開



なぜ整備事業か

なぜ今
ＩＤＯＭが整備工場に投資するのか？

Ａ

Ｑ

理由は４つ

33



新車

１．整備市場規模

新車： 一般社団法人 日本自動車販売協会連合会
新車以外： 矢野経済研究所 ２０１８年自動車アフターマーケット総覧

約１.９兆円

約１.７兆円

約０.０４兆円中古車小売
（所有）

中古車利用

カー用品

中古車シェア

約１３.８兆円

日本の自動車市場
約３.７兆円

整備

約５.４兆円
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リピート顧客化

２．ライフタイムバリューの最大化

小売

買取 保証

保険
車検
整備

取引循環サイクルを拡大することで、リピート顧客化し
生涯顧客として囲い込む

35



３．内製化による効率化

小売台数の拡大に比例して、
内製化による効率化効果も拡大

直営店小売台数
累計約１００万台

36

外注コスト
（納車前整備＋車検）



４．最新設備による差別化

最新設備を完備することによる
差別化のチャンス

37

・２０２０年４月の改正道路運送車両法施行により、自動車特定整備の範囲が拡張。
・従来の「分解整備」に加え、「電子制御装置整備」（先進安全装置のセンサーの調整など）が追加。
・新たな投資が可能な工場との選別が始まる。
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自社整備工場への内製化

従来

自社整備工場

納車前整備や車検を外注から内製へ切り替え

今後

自社整備工場
で内製

提携する整備工場
（整備ネットワーク）に外注

整備工場 整備工場 整備工場

Ａ店 Ｂ店 Ｃ店 大型店Ａ店 Ｂ店 Ｃ店

外注 外注 外注 内製 内製 内製

ＮＥＷ

ＮＥＷ

併設



39

整備工場の損益構造と利益推移イメージ

整備工場の損益構造

売上原価・販管費

売上高

損益分岐点

通常の
オープン時

固定費

変動費

整備工場の利益推移

営業利益

時間

赤字
スタート

黒字
スタート

ＩＤＯＭ

通常

ＩＤＯＭの場合
近隣既存店顧客

の内製化切り替えにより
オープン時から黒字化

ＩＤＯＭの場合
近隣既存店＋併設大型店

の顧客を受け入れ
高角度で利益拡大

ＩＤＯＭの
オープン時

０
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整備工場の運営実績

・ 整備工場の運営ノウハウがある

・ 整備士育成の場がある

２０１１年より関東近郊店舗の納車前整備を実施する
指定工場※である関東商品化センターを運営

※一定基準以上の整備設備はもちろんのこと、車検検査用の設備と検査を行なうための資格をもった
自動車検査員をおくなど、すべての条件が整ったうえで、地方運輸局長によって指定を受けた工場。
一般には民間車検工場と呼ばれ、点検整備から、車検検査まですべて行なうことができる。

関東商品化センター 千葉県野田市



整備工場の特徴と概要

概要

作業項目 車検、納車前整備

設備投資額 約２億（鈑金工場併設の場合約４億）

投資回収期間 約３年（税引後ＣＦ、設備投資の回収）

店舗計画 既存店への追加も含めて、当面１０店舗を計画

41

特徴

① 最新設備を完備

② ガリバー店舗に併設

③ 洗練された外観デザイン

④ 作業待ちスペースが充実

⑤ エリアによっては鈑金工場併設
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整備工場のオープン計画

１ 宇 部 整 備 工 場 ２０２１年８月オープン済

２ 小 山 整 備 工 場 ２０２１年９月オープン済

３ 中 津 整 備 工 場 ２０２１年９月オープン済

４ 札 幌 清 田 整 備 工 場 ２０２１年９月オープン済

５ 盛 岡 南 整 備 工 場 ２０２１年１０月オープン済

６ 和歌山バイパス整備工場 ２０２１年１０月オープン済

７ 姫 路 整 備 工 場 ２０２１年１１月オープン予定

８ 宮 崎 南 整 備 工 場 ２０２２年１月オープン予定

９ オ ー プ ン 準 備 中 未定

１０ オ ー プ ン 準 備 中 未定

当面１０工場のオープン計画は順調に推移

今期８工場
オープン予定
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今期オープンした整備工場

小山整備工場（２０２１年９月オープン）
栃木県小山市

宇部整備工場（２０２１年８月オープン）
山口県宇部市

中津整備工場（２０２１年９月オープン）
大分県中津市

札幌清田整備工場（２０２１年９月オープン）
北海道札幌市
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今期オープンした整備工場

盛岡南整備工場（２０２１年１０月オープン）
岩手県盛岡市

和歌山バイパス整備工場（２０２１年１０月オープン）
和歌山県和歌山市
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最新設備の整備工場



成長期における国内事業の成長戦略

資本効率を重視した
大型店の展開

魅力ある中古車市場で、
ガリバーブランドによる集客力

を武器に展開

最新設備を備えた
整備工場の展開

１.営業利益の拡大
２.中長期的なフリーキャッシュフローの拡大
３.ＲＯＩＣの最大化

成長戦略を推進する上で
重視する３つの経営指標

46

巨大な整備市場で、リピート顧
客獲得や内製化によるコスト効
率化を狙い、最新設備で展開
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重視する経営指標

１ 営業利益の拡大 営業利益を着実に増益させる

３ ＲＯＩＣの最大化 資本コストを意識しつつ、当面１０％を目指す

２
フリー

キャッシュフロー
の拡大

投資フェーズと回収フェーズをしっかり認識しつつ
中長期的に拡大させる



国内
大型店
整備工場

48

中長期的に目指す事業ポートフォリオの姿

現在の姿

資本効率
ＲＯＩＣ

豪州
新車事業

国内
新車事業

新規事業

２０２１年９月
撤退

事業の成長性

国内
既存店

資本効率
ＲＯＩＣ

豪州
新車事業

新規事業

国内
既存店

事業の成長性

中古車拡大

維持 または

リプレイス

積極オープン

国内
大型店
整備工場

（検討中）

円の大きさ＝売上高規模のイメージ

成長性と資本効率が高い事業に選択と集中を行い、
経営資源の再配分を実施。

中長期的に目指す姿

成長性と資本効率が高い事業へ重点的に投資を行う。

２０２０年～２０２１年
新・閉店基準で
一部店舗を閉店

２０２１年～
成長戦略２本柱
として加速



Ⅲ．業績・財務の補足情報

49

※数値は単位未満を切り捨て、比率は百万円単位で計算後、単位未満を四捨五入して表示。



[連結・個別]損益計算書（第２四半期累計）

第２四半期累計（個別）

２０１９年２月期
第２四半期累計

２０２０年２月期
第２四半期累計

２０２１年２月期
第２四半期累計

２０２２年２月期
第２四半期累計

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

増減額
（百万円）

前期比
（％）

売上高 １１０,５８９ １００.０ １２９,８０６ １００.０ １３４,１５０ １００.０ １５０,２３９ １００.０ １６,０８９ １２.０

売上原価 ８５,９５９ ７７.７ １００,０９９ ７７.１ １０７,１４５ ７９.９ １２０,１４７ ８０.０ １３,００２ １２.１

売上総利益 ２４,６３０ ２２.３ ２９,７０６ ２２.９ ２７,００４ ２０.１ ３０,０９２ ２０.０ ３,０８８ １１.４

販売費及び一般管理費 ２４,３３７ ２２.０ ２５,４２４ １９.６ ２３,７３６ １７.７ ２３,９８３ １６.０ ２４７ １.０

営業利益 ２９３ ０.３ ４,２８２ ３.３ ３,２６７ ２.４ ６,１０８ ４.１ ２,８４１ ８７.０

経常利益 ９５ ０.１ ３,７２１ ２.９ ３,１０１ ２.３ ５,９３９ ４.０ ２,８３８ ９１.５

税引前四半期純利益 △１６２ ー ３,３９７ ２.６ ２,３８３ １.８ ４,６５５ ３.１ ２,２７２ ９５.３

四半期純利益 △３９１ ー ２,２５３ １.７ ２,００５ １.５ ３,１７０ ２.１ １,１６５ ５８.１

第２四半期累計（連結）

２０１９年２月期
第２四半期累計

２０２０年２月期
第２四半期累計

２０２１年２月期
第２四半期累計

２０２２年２月期
第２四半期累計

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

増減額
（百万円）

前期比
（％）

売上高 １４３,９３７ １００.０ １７９,２７６ １００.０ １７８,１０９ １００.０ ２２７,７７５ １００.０ ４９,６６６ ２７.９

売上原価 １１３,７７１ ７９.８ １４２,４７８ ７９.５ １４４,１４５ ８０.９ １８５,３０８ ８１.４ ４１,１６３ ２８.６

売上総利益 ３０,１６５ ２１.０ ３６,７９７ ２０.５ ３３,９６３ １９.１ ４２,４６６ １８.６ ８,５０３ ２５.０

販売費及び一般管理費 ２９,７１９ ２０.６ ３２,１７３ １７.９ ２９,９１０ １６.８ ３３,０２５ １４.５ ３,１１５ １０.４

営業利益 ４４５ ０.３ ４,６２４ ２.６ ４,０５３ ２.３ ９,４４０ ４.１ ５,３８７ １３２.９

経常利益 △１０６ ー ３,６３４ ２.０ ３,１４７ １.８ ９,０１１ ４.０ ５,８６４ １８６.３

税金等調整前四半期純利益 △２８１ ー ３,２９２ １.８ ２,７１７ １.５ ７,９５１ ３.５ ５,２３４ １９２.６

親会社株主に帰属する四半期純利益 △５９８ ー ２,１２４ １.２ １,３７５ ０.８ ５,３１１ ２.３ ３,９３６ ２８６.３
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[連結・個別]損益計算書（通期）

通期（連結）

２０１９年２月期 ２０２０年２月期 ２０２１年２月期 ２０２２年２月期

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

予想
（百万円）

構成比
（％）

増減額
（百万円）

前期比
（％）

売上高 ３０９,４１０ １００.０ ３６１,６８４ １００.０ ３８０,５６４ １００.０ ４０５,４００ １００.０ ２４,８３６ ６.５

売上原価 ２４４,７０７ ７９.１ ２８７,７２４ ７９.６ ３０７,７５４ ８０.９ ３２４,７００ ８０.１ １６,９４６ ５.５

売上総利益 ６４,７０２ ２０.９ ７３,９５９ ２０.４ ７２,８１０ １９.１ ８０,７００ １９.９ ７,８９０ １０.８

販売費及び一般管理費 ６１,３０１ １９.８ ６４,８６８ １７.９ ６２,２３９ １６.４ ６５,７００ １６.２ ３,４６１ ５.６

営業利益 ３,４００ １.１ ９,０９１ ２.５ １０,５７１ ２.８ １５,０００ ３.７ ４,４２９ ４１.９

経常利益 ２,０７２ ０.７ ６,８６７ １.９ ９,６４２ ２.５ １３,９００ ３.４ ４,２５８ ４４.２

税金等調整前当期純利益 １,４７８ ０.５ ３,９１７ １.１ ４,５２４ １.２ １２,４００ ３.１ ７,８７６ １７４.１

親会社株主に帰属する当期純利益 ３８１ ０.１ ３,５４５ １.０ １,４８４ ０.４ ８,０００ ２.０ ６,５１５ ４３８.８

通期（個別）

２０１９年２月期 ２０２０年２月期 ２０２１年２月期 ２０２２年２月期

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

実績
（百万円）

構成比
（％）

予想
（百万円）

構成比
（％）

増減額
（百万円）

前期比
（％）

売上高 ２３４,６１８ １００.０ ２５８,００８ １００.０ ２７５,７１０ １００.０ ２９６,０００ １００.０ ２０,２９０ ７.４

売上原価 １８１,８４７ ７７.５ １９９,４０６ ７７.３ ２１９,２５８ ７９.５ ２３４,９００ ７９.４ １５,６４２ ７.１

売上総利益 ５２,７７０ ２２.５ ５８,６０２ ２２.７ ５６,４５１ ２０.５ ６１,１００ ２０.６ ４,６４９ ８.２

販売費及び一般管理費 ５０,０１８ ２１.３ ５０,８６７ １９.７ ４８,５９３ １７.６ ５０,０００ １６.９ １,４０７ ２.９

営業利益 ２,７５１ １.２ ７,７３５ ３.０ ７,８５８ ２.９ １１,１００ ３.８ ３,２４２ ４１.３

経常利益 ２,６７３ １.１ ６,９６４ ２.７ ７,６４２ ２.８ １０,６００ ３.６ ２,９５８ ３８.７

税引前当期純利益 １,７０７ ０.７ ３,４５７ １.３ △４５８ ー ９,１００ ３.１ ９,５５８ ー

当期純利益 ９３３ ０.４ ３,５００ １.４ △２,０８１ ー ５,７００ １.９ ７,７８１ ー
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[連結]貸借対照表

前連結会計年度末
(２０２１年２月２８日)

当期第２四半期末
(２０２１年８月３１日)

資産の部
流動資産

現金及び預金 ４３,１７９ ４７,５０２

受取手形及び売掛金 ６,８７５ ３,９２７

商品 ７２,９１３ ７１,４９４

その他 ３,９６６ ４,１６０

貸倒引当金 △３２８ △３４０

流動資産合計 １２６,６０５ １２６,７４５

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ３６,９１８ ３６,０５３

減価償却累計額 △１６,４１１ △１６,２２７

建物及び構築物（純額） ２０,５０７ １９,８２６

車両運搬具 １５３ １１４

減価償却累計額 △３２ △３５

車両運搬具（純額） １２１ ７８

工具、器具及び備品 ４,３３５ ４,０５３

減価償却累計額 △３,６０６ △３,２９５

工具、器具及び備品（純額） ７２９ ７５７

土地 ２１８ １３６

建設仮勘定 １２１ １,４３８

有形固定資産合計 ２１,６９７ ２２,２３７

無形固定資産

ソフトウェア １,７１７ １,５０８

のれん ７,６９８ ７,２２８

その他 ４,９９６ ４,２９７

無形固定資産合計 １４,４１２ １３,０３４

投資その他の資産

投資有価証券 １３９ １３０

関係会社株式 １３１ １２９

長期貸付金 ３０ ５９

敷金及び保証金 ５,８３５ ５,８３８

建設協力金 ４,６１４ ４,５６７

繰延税金資産 ３,２５３ ３,７０２

その他 ５４４ ５０７

貸倒引当金 △４３ △４３

投資その他の資産合計 １４,５０６ １４,８９２

固定資産合計 ５０,６１６ ５０,１６４

資産合計 １７７,２２２ １７６,９１０

（単位：百万円）

前連結会計年度末
(２０２１年２月２８日)

当期第２四半期末
(２０２１年８月３１日)

負債の部
流動負債

買掛金 ２０,９４０ １８,６０４

短期借入金 １,１１７ １,０７８

１年内返済予定の長期借入金 ３４２ ー

未払金 ４,５８６ ５,２６２

未払法人税等 ２,０５２ ３,０７８

前受金 ９,０１０ ８,５５１

預り金 ２０５ ２６０

賞与引当金 １,１６７ １,１３０

商品保証引当金 ７３７ ８２９

その他の引当金 ７１５ ８７８

その他 ６,６５８ ４,５１４

流動負債合計 ４７,５３４ ４４,１８８

固定負債

長期借入金 ７９,１６９ ７７,４７７

長期預り保証金 ５０６ ５６４

資産除去債務 ２,５４６ ２,２６１

繰延税金負債 １,６１６ １,５２２

その他の引当金 ５８４ ６６９

その他 ２４９ ３２１

固定負債合計 ８４,６７２ ８２,８１５

負債合計 １３２,２０６ １２７,００４

純資産の部

株主資本

資本金 ４,１５７ ４,１５７

資本剰余金 ４,３８４ ４,３６１

利益剰余金 ３９,６６５ ４４,４２０

自己株式 △４,３４４ △４,３４４

株主資本合計 ４３,８６２ ４８,５９４

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 １３４ △１７

その他の包括利益累計額合計 １３４ △１７

非支配株主持分 １０１８ １,３２８

純資産合計 ４５,０１５ ４９,９０５

負債純資産合計 １７７,２２２ １７６,９１０
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[連結]キャッシュ・フロー計算書

２０２１年２月期
第２四半期累計

２０２２年２月期
第２四半期累計

税金等調整前四半期純利益 ２,７１７ ７,９５１

減価償却費 １,４４６ １,４０６

のれん償却額 ３３０ ２３９

運転資本増減 ９,８１９ １,２７５

法人税等の支払額 △１,５８６ △１,８１５

その他 ２,７２２ △９７６

営業活動によるキャッシュ・フロー １５,４４８ ８,０８１

投資活動によるキャッシュ・フロー △５３３ △１,２０４

フリー・キャッシュ・フロー １４,９１５ ６,８７７

財務活動によるキャッシュ・フロー ２０８ △２,４６２

換算差額・新規連結に伴う増減額 １１６ △９１

現金・現金同等物の増減額 １５,２４０ ４,３０６

現金・現金同等物の期首残高 ３７,２９５ ４３,１７９

現金・現金同等物の四半期末残高 ５２,５３６ ４７,５０２

（単位：百万円）
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Ⅳ．参考資料
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ＩＤＯＭが担う中古車循環

生産

所有と利用

廃棄

車検
メンテナンス

販売(再利用)

シェア／リース

買取
下取

個人間
売買

車所有の循環 クルマの利用の循環

シェア・サブスク等のビジネスモデルの
展開により利用の循環を担う

車という製品を「生産→廃棄」するのではなく、
資源として最大限活用し、所有の循環を担う

ＩＤＯＭの礎となるクリーンな中古車価格
買取・販売事業

中古車の使用価値創出
新たなビジネスモデル
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ＩＤＯＭの存在価値

生産

所有と利用

廃棄

車検
メンテナンス

販売(再利用)

シェア／リース

買取
下取

個人間
売買

車所有の循環 クルマの利用の循環

シェア・サブスク等のビジネスモデルの
展開により利用の循環を担う

車という製品を「生産→廃棄」するのではなく、
資源として最大限活用し、所有の循環を担う

ＩＤＯＭの礎となるクリーンな中古車価格
買取・販売事業

中古車の使用価値創出
新たなビジネスモデル
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資産価値（中古車）の維持と
循環促進の役割を担うこと


